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①障害者総合支援法

⑤児童福祉法

政策展開の基
本方向

施策名

７０１社会参加に向けた障がい者（児）福祉の推進 望月　忠

政策
1.1　誰もが健康に暮らせる生涯福祉社会をつくります

④精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

　身体、知的、精神障がい者（児）とその家族、介護者、地域住民

　障がい者（児）が住み慣れた家庭や地域で安心して自立した生活をしています。

鎌鎌鎌鎌ケケケケ谷市施策評価表谷市施策評価表谷市施策評価表谷市施策評価表（（（（事後事後事後事後））））

施策№114

記　入　日　　平成25年7月29日

点　検　日　　平成25年　8月　8日

②身体障害者福祉法 ③知的障害者福祉法
関連計画・根拠

法令等

1.
施
策
の
目
的
・
成
果

(1)施策の対象（誰を、何を対象としているか。範囲は。）

(2)　施策の意図（対象をどのような状態にするのか）
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単位

％

人

人

件

人

人

人

人

日中系サービス利用者数

地域活動支援センター利用者数

基
本
事

127

1,055

42 50

1,074

114 95

57 31 61

130

40

251

1,072

介護給付・訓練等給付費の受給者数

354 360

205 241 311 505 484

目標値
（目標年度27年度）

平成24年度実績

455

(3)施策の成果

平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績

手話通訳・ガイドヘルパー派遣数 684

29 36

12178 92

120

280

1,011

97

26 26

98.0 98.0 98.2
障がい者手帳所持者のうち施設入所者を除

いた割合
98.5

指標名

施
　
策

訪問系サービス利用者数

98.4

90

身障センター講座参加者数

親子教室参加者数
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人

人

百万円

人

単位

千円

千円

千円

千円

千円

48

38

重度心身障がい者（児）医療費助成額

③市債・その他財源

①国庫支出金

1,663

5,159

149

事
業

4,050

150

　　　　　 　　       　年度
コスト・指標

147

34

19

啓発事業参加者数

34

④一般財源

平成22年度
決算

1,559

135

平成21年度
決算

360,384

785,591

274,651

②県支出金

2.
コ
ス
ト
の
推
移

(1)総事業費　自動計算

平成23年度
決算

30

3534

345,672

1,002,945

344,290 483,214

148,997 182,601

468,505

12,900

900

312,203

平成24年度
決算見込み額

1,266,781

目標年度（　　　　年度）
今後の計画総額

333,929

平成25年度
予算額

520,647

1,335,981

4,231

0

2024

139

418,268

4,333

925,768

471,364

240,387

395,832

こども発達センター
（旧マザーズホーム）利用者数

障がい者の防災訓練参加者数
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時間
／年

時間
／年

時間
／年

時間
／年

3.
コ
ス
ト
説
明

円
番目にコストをか

けています。

　平成18年以降、数回にわたり法改正が行われ、相談支援業務や地
域生活支援等の充実が求められており、平成25年度から、3障がい（身
体・知的・精神障がい者）に難病患者等が障がい者に加えられました。

(2)総所要時間(0.5単位）
　　①＋②＋③自動計算

(2)今後施策を取り巻く環
境はどのように変わること
が予想されるか

（１）市民一人あたりコスト 1,194

　地域社会における共生社会の実現に向けて、平成25年度から障害者
総合支援法が施行され、障がい者施策を段階的に講ずることとなりまし
た。なお平成28年を目途にした見直しが予定されています。

　高齢化社会の進展から障がい者の増加とその対応が求められるように
なっていくことが見込まれます。

8（２）全施策中の順位

23,844

(4)国・千葉県の方針並び
に関係法規等の変化

　障がい者へのサービスの充実が求められています。

(1)過去5年間で施策を取り
巻く環境はどのように変
わったか

4.
環
境
分
析

③非常勤職員

①正職員（時間内）

②正職員（時間外）

(3)施策について市民や議
会の意見（市民意識調査、
個別要望・意見等）

24,212

2,4782,914

42,447

3,259

15,344

36,375

22,440

0 0

この施策は、全４２施策中

6,234

18,731

2,278

4,49411,021

15,500

25,503
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個別要望・意見等）
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優先度 事務事業名
5.
施
策
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
状
況
※
施
策
中
優
先
順
位
順
に
記

福祉作業所の管理運営に要する経費 障がい福祉課

自立支援給付事業に要する経費 障がい福祉課

こども発達センターの管理運営に要する経
費

こども課

障がい福祉課

障がい福祉課

障がい福祉課

地域生活支援事業に要する経費

こども発達センター増改築事業 こども課

友和園耐震診断・改修事業

こども課こども発達センター耐震診断・改修事業

担当課

A

B

小規模作業所等の支援に要する経費

①施策の中で優先度が高い事務事業から順に、A→B→Cの３区分で表示

しています。

②優先度の判断は、「施策貢献度」「行政の果たす役割の大きさ」「投資効

果」「市民ニーズ」「緊急性」の５つの尺度で相対的に判断した結果です。

障がい程度区分認定調査に要する経費

障がい福祉課

障がい福祉課

（理由）なぜ､市が関与する必要があるのか？市民等との役割分担は適切か？
　法令に基づき給付等は市の責務とされています。さらに市民もボランティアへの参加などに意欲を持っています。

3：高い

記
載

6.
評
価 (1)行政関与の妥当性

知的障害者通所更生施設の助成に要する経
費

五市共同知的障害者更生施設に要する経費

障がい者支援事務に要する経費

障がい福祉課

障がい福祉課

身体障がい者福祉センターの運営に要する
経費

障がい福祉課

障がい者福祉施設整備事業 障がい福祉課

障がい福祉課

障がい者介護給付費等審査会に要する経費

障がい者の支援に要する経費 障がい福祉課

C

2：普通

(3)公平性

2：普通

（理由）施策の目的は政策にどのように結びついているか。
　障がい者（児）が住み慣れた家庭や地域で安心した生活を送れることが、誰もが健康に暮らせる生涯福祉社会につながっています。

3：高い

（理由）この施策を廃止した場合支障があるか。同じ目的を持つ他の施策はあるか？　さらに成果指標を伸ばせないか？
　障がい者への施策はほかにはなく、廃止することはできません。

（理由）対象は偏っていないか？　対象を広げたり狭めたりできないか？
　法令等に定められた対象となっています。

価
・
検
討

7.
改
革
・

　障がい者が住み慣れた家庭や地域で安心して自立した生活ができるように、市民の障がい者に対する理解と協力を得て、安心して暮らせる環境づくりを進めていきます。

2：普通

６：精
査・検証

(6)総合評価総合評価総合評価総合評価

(4)有効性

(5)効率性

(1)改革・改善の方向

(2)目的妥当性

（理由）コストがかかりすぎていないか？　どうしたらコスト､所要時間を縮減できるか？
　事務の権限移譲が行われるなどの事務量増加に、職員の創意工夫等により対応しています。

（今後の方向内容）
　市民の障がい者への理解と協力を得ながら、引き続き、法令等に基づき障がい者が必要とする支援を行っていきます。

※評価検討(1)～(5)　１：低い、２：普通、３：高い、４：あてはまらない
※総合評価検討(６)　１：終了,２：廃止,３：休止,４：縮小,５：改善,６：現状維持、７：拡充

１　終了：事業が完了したので、終了する ２　廃止：事業を廃止する ３　休止：再開を前提に休止する
４　縮小：好ましくない状況なので、規模を縮小する ５　改善：事業実施方法等について、改善した上、継続する ６　精査・検証：精査・検証の上、継続する
７　拡充：重点的に資源を配分し、規模を拡大する

低下

維持

8
.

成
果
と
コ
ス
ト
の
方
向
性

成果とコストの方向性に関する説明

国の制度による障がい福祉サービスの提供などは、障がい者の増加などによるコストの増加が見込まれます
が、必要なサービスの提供、施設整備への投資は検討していく必要があります。

成
果
の
方
向
性

向上

維持

縮減
コストの方向性

増加

高齢化の進展から障がい者も増加してきており、予算や人員の確保が課題となってきています。

○

・
改
善
案

障害者総合支援法に基づく制度改正に対応していきます。

相談体制の充実、国の制度改正に伴う福祉サービスの充実などに取り組んでいく必要があります。また、障がい者が安心して暮らせるように市民の理解と協力を得る方策を
推進していく必要があります。

(4)改革・改善案導入の考え
方　　　※施策担当マネ
ジャー所感

(2)改革・改善案の概要
※指標改善の根拠とコスト
を示す

(3)改革・改善案の問題要
因と克服策


